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研究の背景・目的 

 現在、我が国の木造住宅分野では、耐震性・断熱性の向上などを意図した様々な技術開

発が行われ、プレカット工法や高気密・高断熱構法などの新しい住宅技術が 1990 年以降、

急速に普及している。一方、木造住宅の供給主体に着目すると、現在でもその少なくない

部分は工務店と呼ばれる小規模な住宅生産者によって供給されており、その技術的仕様も

個々の工務店によって決定されている。そのため、優れた住宅技術が開発されたり、何ら

かの政策的誘導を行おうとしても、それが個々の工務店に採用されない限り実際の木造住

宅生産に用いられることはないし、普及までに多くの期間がかかる可能性もある。そのた

め、新たな技術開発を実際に供給される木造住宅に結びつけ、多くの日本人が暮らす住環

境の向上に役立てるためには、工務店が住宅技術をどのように決定しているかを明らかに

する必要がある。 

 こうした新技術の採用者に着目した技術変化の研究は農業技術分野などの他分野で普及

理論として多くの研究蓄積がある。これと同様に、数多くの技術採用者からなる我が国の

木造住宅分野についても、技術採用者の視点に基づく分析が有効だと考えられる。しかし、

具体的な技術変化のデータに基づき、工務店の技術決定メカニズムを明らかにした既往の

知見は極めて希少であり、それに用いる詳細かつ具体的な技術変化のデータもほとんど蓄

積されていない。 

 

以上のような認識に基づき、本研究の目的を、近年の木造軸組構法住宅の構法変化につ

いて、それを起こした工務店の視点から連続的に把握し、その変化が起こる仕組みを実証

的に明らかにすること、とする。具体的な目的として以下の 3 点を設定した。 

ⅰ）筆者修士論文では構法変化を連続的に記録する手法を提案し、3 工務店に対し実践した。

これをより多くの工務店に対し適用し、構法変遷のデータを蓄積・整理する。住宅全体

の変化が起こる過程や、聞き取り調査で挙げられた要因から、対象工務店で構法変化が

起こる仕組みを明らかにする（3 章） 

ⅱ）対象を個々の工務店から同一地域や同一目的の工務店（特定の工務店集団）に対象を

拡大し、その集団内部において、地域や集団全体と個々の工務店の構法との関係や、工

務店毎の構法の多様性、同一方向への変化が個々の工務店に受入れられる過程を明らか

にする（4 章）。 

ⅲ）ⅰ）、ⅱ）を踏まえ工務店の視点から、構法の変え方がどのようなものであったか、主

体的に構法を変化させるにはどのような変え方が必要になるかを考察する（5 章）。 



1 章 序論 

 1 章では、上記の研究背景、目的および方法、既往研究と用語の定義、本研究の位置づけ、

研究の構成についてまとめ、本研究の枠組を提示する。 

 

2 章 木造軸組構法住宅の変化に関する既往の知見の整理 

 2 章では、3 章、4 章で行なうデータ収集・分析で着目すべき点や、本研究の位置づけを

明確にすることを目的とする。まず、2.2 節では既往研究や統計等の資料を基に木造軸組構

法住宅の構法・生産に関連する研究の変遷を実態把握、改良の観点からまとめた。次に、

2.3 節では既往研究や統計等の資料において、木造軸組構法住宅の構法を把握する手法をア

ンケート調査、聞き取り調査、実例調査に分けてそれぞれの特徴や課題を整理した。2.4 節

では構法変化の分析について、既往研究で指摘された要因や構法計画分野で提示されたモ

デル、また技術採用者の視点に着目した普及理論における技術変化のモデルについてまと

めた。以上から、本研究の特色は個々の工務店が近年の構法変化をどのように起こしたか

を対象とする点、構法変化は図面調査を用いて、要因は聞き取り調査を行なうことで精度

の高い構法変化の把握を試みる点、要因に加え普及理論の知見も踏まえた分析を行なう点、

の 3 点が挙げられる。 

 

3 章 個々の工務店が用いる木造軸組構法住宅の構法の変遷 

 3 章では工務店 20 社の構法変遷調査をまとめる。調査は資料調査、聞き取り調査、分析

の 3 段階からなる。資料調査では工務店が保管している図面や見積書といった資料を基に、

1 年おきに 1 住宅を選んでその構法を記録する。工務店 20 社のうち 3 社は筆者修士論文と

同一の工務店、10 工務店は 4 章で取り上げる新住協会員工務店であり、比較的新構法採用

に積極的な工務店を対象としている。記録する項目は部材毎に断面寸法や材質など約 70 項

目である。変遷データは付録として巻末にまとめた。 

作成した変遷データを基に、3.2 節では部位毎に見られた変化をまとめている。特に特定

の工務店に特徴的な構法変化が見られた場合は聞き取り調査から要因なども合わせて詳し

く述べる。3.3 節では住宅全体の構法変化が起こる過程を分析するため、「仕様一致度」や

「併用期間」等を用いた分析手法を提案・実践し、工務店 20 社について構法の変え方の特

徴を明らかにした。また 3.4 節では構法変化の要因については、聞き取り調査結果を元に新

たに変化の契機と方向性とに大きく分類し、両者のクロス集計などを行なうことで要因の

特徴や傾向について分析した。 

  

4 章 特定の工務店集団の構法変遷調査 

4 章では、特定地域や共通する取り組みが見られる複数の工務店を対象とした構法調査を

行ない、同一の条件の中で工務店毎に見られる多様性や、近年の構法変化が異なる工務店

に取り入れられる過程、地域や特定のグループからの影響等の観点から分析した。対象は

以下の 5 事例である。 



4.2 新住協採用工務店 10 社の構法変遷調査 

 高気密・高断熱構法の中から通気構法等の採用時期の早い新住協（新木造住宅技術研究

協議会）を対象として選び、会員工務店 10 社（北海道 5 社、本州 5 社）が新住協の仕様を

どのように取り入れたか明らかにする。変化の過程を、情報入手段階、導入段階、改良段

階の 3 段階に分けて聞き取り調査を行い構法、生産両面での導入時の課題や、工務店毎に

行なわれた改良について具体的に明らかにする。 

 

4.3 兵庫県丹波・篠山地域の地域材利用調査 

 地域材利用の取り組みが個々の工務店にどのように受入れられたかを、兵庫県丹波・篠

山地域の 5 工務店および木材流通フロー各段階（素材生産、製材など）計 20 主体を対象と

した聞き取り調査から明らかにする。フロー各段階の地域材利用に向けた取り組みや課題、

工務店各社の構法の差異を明らかにする。 

 

4.4 沖縄県の木造住宅生産者調査 

木造住宅着工数が日本全体と比較して極めて限られる沖縄県においても、近年、木造軸

組構法住宅着工数の増加が見られる。これがどのような要因によるものかを、工務店、設

計事務所、プレカット工場などを対象にした聞き取り調査、資料収集から明らかにする。

また現在、沖縄県でどのような構法の木造軸組構法住宅が供給されているかも同時に明ら

かにする。 

 

4.5 小規模住宅生産者による構造金物開発に関する調査 

 近年、我が国で普及が進む構造金物には大工、工務店といった小規模住宅生産者が開発

したものが複数見られる。中でも沖縄県の大工が開発したクレテックは現在、日本で最も

普及している構造金物と言われる。本研究では全国に向けて販売されている 6 金物につい

て、それを開発した小規模住宅生産者への聞き取り調査、資料収集から、その開発が行わ

れた具体的なプロセスを明らかにし、その特徴や持ちうる長所・課題を明らかにする。 

 

4.6 ＪＢＮ超長期優良住宅先導的モデル事業の構法調査 

 超長期優良住宅先導的モデル採択事業であるＪＢＮ「ちきゆう住宅」として初年度に建

設された木造軸組構法 2 階建住宅 462 棟について構法の実態を 3 章の変遷調査と同様の方

法で明らかにする。「ちきゆう住宅」の規定の影響や部位毎の共通性・多様性、工務店毎の

申請棟数の差による特徴について分析する。 

 

5 章 工務店による構法の変え方 

5 章では 3章、4 章で収集した構法変化の事例を元に、工務店による構法の変え方につい

て構法変化プロセスと構法変化の類型の 2 点から考察した。 

まず 5.2 節の構法変化プロセスでは、認識上変化と個々の住宅の変化の 2 点に分けて考



察した。認識上の変化では、変化の契機から始まり、変化の方向性の重み付と構法の選択

肢を付き合わせることで具体的構法を決定する。ここでは、具体的な変化の契機がない限

り工務店の構法変化プロセスは始まらないこと、変化の方向性の重み付と構法の選択肢は

同時並行的に決定され重み付の仕方に工務店の特徴が見られること、また構法の選択肢に

は構法レベル等によって様々な選択肢が見られることを指摘した。 

次に、住宅の変化について導入と改良に分けて考察した。考察にあたり、個々の住宅と

は別に個々の住宅の構法決定の基準となる住宅像を認識上に設定しその変化も合わせて考

察した。導入段階では、特殊な条件下で導入された構法が標準化する事例から、導入時に

得られるハウツー知識の重要性を指摘した。次に改良では、既に使った構法に関するネガ

ティブな情報が変化の契機になり、工務店の生産システムと個々の住宅、住宅像の変化が

連続的に起こる変化が複数の事例に共通して見られる点を指摘した。 

以上の構法変化プロセスに関する考察を踏まえて、5.3 節では地域などの住宅プロトタイ

プに着目し、これが生まれるプロセスについて「漸進的な摺り合わせ」と「特殊解からの

普遍化」の 2 つに類型化できる点を指摘した。その上でこの 2 類型が、工務店が自らの条

件に合った構法を獲得していくプロセスについても当てはまるとし、2類型を構法変化プロ

セスに沿って比較する一方、両類型に共通する点として工務店は個々の住宅生産を行ない

ながら、その指針となる住宅像もより条件に合ったものに変化させている点を指摘した。 

 

6 章 結論 

6 章は本研究の結論である。本研究の成果として 3 章から 5 章の結果を 1 章で設定した 3

つの具体的な目的に沿ってまとめると同時に、成果を踏まえた今後の課題を記した。 


